
【主な調査結果】
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実施期間：令和3年（2021年）4月～令和4年（2022年）3月、 実施主体：日野町公共交通政策推進室、地方自治研究機構、株式会社シティプランニング

【目的・全体像】（序章）

◎日野町の現状と課題（第１章）
町公開情報や国勢調査、近畿圏パーソントリップ調査など公開情報や近江鉄道提供データを基に、

交通機関の利用実態など日野町における公共交通の概況を整理・分析。
・2030（令和12）年には、約19,000人になり、高齢化率は33.6％になると推計。地区による差もある。
・域内の公共交通手段は、「近江
鉄道本線」「近江鉄道バス日八線」
及び「日野町営バス（6路線）」。
町営バス等が乗り入れできない
集落は、運行予約制の乗り合いタ
クシー（オンデマンドタクシー）や、
東桜谷地区から日野町内の移動
を支援する「おたすけカゴヤ」（ボ
ランティア輸送）が運行されてい
る。

➡日野町の公共交通における問題
点・課題を分析。

◎国内の動向（第２章）
・少子高齢化、人口減少による需要の縮小・事業

経営の悪化など、公共交通の維持確保に向け、
政府では、これからの地域における移動手段の
確保や地域公共交通の充実を推進しており、地
域に最適な旅客運送サービスの継続や利用者
目線による路線の改善、運賃設定など地域の移
動ニーズにきめ細かく対応できる体制を促進。
・近年のAIやICT等の新しい技術の進展に伴い
MaaS(Mobility as a Service)をはじめと
する新しいモビリティサービスが出現、MaaS
を交通サービスの供給側と需要側に変革をも
たらし、人々のライフスタイルやまちづくりの在
り方までも変えうるものとして位置づけられ、
「日本版MaaS推進・支援事業」として多くの地
域で取組が実施されている。

・将来の姿の参考として、MaaS等新しいモビリティサービスとして実証実験等が進
められている以下に挙げる要素について整理した。
〔実現のための基盤〕
①データ連携の推進
②地域公共交通のキャッシュレス化
と運賃の柔軟化

③混雑情報提供システムの導入
〔新しい輸送サービス〕
①AIを活用したオンデマンド交通
②グリーンスローモビリティ
③自動運転
④カーシェアリング、シェアサイクル
⑤超小型モビリティ

◎ゴール目標

◎目的
町の公共交通を持続可能なものとするため、現状の地域特性や住
民ニーズ、将来にわたる公共交通の課題を把握した上で、地域の取
組を含めた公共交通のベストミックスを検討し、抜本的な見直しと再
編に向けた基本的な方向性を定める。

◎調査研究の全体像

◎調査研究の体制

№ 目標 目標達成のための活動

1 現況の把握と課
題の明確化：
公共交通の抜
本的見直し・再
編に向けて

⚫ 域内における移動ニーズの把握調査
・利用者、関係者へのヒアリング調査 、 住民への意識調査（アンケート調査）

＜公共交通に関する現況調査＞
⚫ 地域特性の整理（人口、日常生活圏の形成状況等）
・国勢調査等統計資料、地図データ、町の計画資料等

⚫ 公共交通に関する実態把握、情報整理（既存交通の評価とニーズ）
・移動実態調査（交通事業者からのPT・OD関連データ提供）
・移動支援事業（ボランティア輸送）の取組状況調査

＜参考事例調査＞
・国等の動向
・類似自治体、先行事例の調査（Web、現地ヒアリング）

⚫ 調査結果を基にした課題整理と方向性の検討
・調査により明確化した課題を整理し、課題に対する対応策の方向性を確認する

2 公共交通再編
に向けた課題の
分析・整理、方
針の検討

⚫ 現状課題、課題解決の基本的な考え方、事例から考える持続可能な公共
交通の在り方の検討

⚫ 並行する協議会で行う次世代モビリティサービスについての検討内容を含めた
再編方針の検討

⚫ 再編策推進における課題の整理

日野町の公共交通における問題点・課題分析

広域的な移動が不便な公共交
通体系である

日野町内にはJR西日本の鉄道駅がなく、JR拠点駅への移動に時間・費用がかか
るなど

公共交通空白地はないが、利便
性の低い地区が存在する

近江鉄道バス、町営バスが運行され、デマンドタクシーの運行やボランティア輸送
も組み合わせて、公共交通空白地を解消。ただし、町営バスの運行便数・土日運
行の点で利便性は限定的

小学生の通学の不便さが解消
されない

集落地が谷筋に沿って広がっているため小学校区も広く、既存の運行状況では
限界がある。また家族による送迎負担も生じている。

工業団地等へのマイカー通勤に
より朝夕の渋滞が生じている

町内には工業団地や大規模工場が集積。マイカー通勤が9割以上を占め、周辺の
幹線道路への渋滞が発生。渋滞が発生する幹線道路での自転車通行もあり安全
性に課題

高齢者の増加に伴う移動手段
の確保が課題となる

今後とも高齢化が進むものと予測。高齢化に伴い、自動車を運転できない人の
増加も想定され、町営バスなどの公共交通の充実が必要

若年者の移動における家族の
負担への対応

自転車や徒歩での移動が多いが、家族による自動車送迎も2割以上。町営バスの
運行時間などの現状では自動車送迎に頼らざるを得ない状況

☆「若い人も高齢者も親子連れも来訪者も・・・だれもが利用しやすい公
共交通を、みんなが利用しているまち、日野町」を目指し、令和3年4月、
「わたむき自動車プロジェクト」が創設され、推進されている。

AIオンデマンド交通のイメージ

国交省自動運転サービス実証実験の実施箇所

グリーンスローモビリティ（松江市での事例）

MaaSのイメージ



◎実態調査（第３章） ＜町民アンケート調査＞

<町内関係団体ヒアリング調査＞

（アンケート実施）
＜目的＞域内における移動の現状や
移動ニーズの把握を行うため、住民ア
ンケート調査を実施。特に、ニーズが
顕在化していない層を掘り起こす視
点から、自動車家族送迎について現状
や送迎の負担等の設問を設定し調査
を行った。

調査時期：令和3年8月
調査方法：区長を通じて全戸配布（調
査票３部を同封）、郵送回収
回収サンプル数：配布7,038世帯
・2,320世帯（32.9%）回答
・4,649人（全人口の22%）回答。

(1)町営バスの認知度
・ほとんどの町民が町営バスを知ってい
るが、乗車経験者は23%にとどまる。
・東桜谷、西桜谷、西大路、鎌掛は町営バ
スの利用割合が多い、南比都佐はJRの
利用割合が多いなど、地域により定期的
に利用する公共交通の割合が異なる。

(２)公共交通(鉄道やバス)を使わない理由
・「自動車が利用できるた
め、公共交通を利用する
必要がない」が８割と最
も多い。
・近江鉄道バス日八線が
運行していない地区や
町営バスの運行本数が
少ない地区は「運行便数
が少なく、待ち時間が多
いため」、「移動したい時
間に便がないため」、「居
住地や目的地に適したバ
ス停・駅や公共交通のル
ートがないため」をあげ
る割合が多い。

(３)顕在化している町民の移動ニーズ（お出かけの目的地、頻度、交通手段）
〔目的地〕
・「通勤・通学」、「趣味・娯楽・飲食」
は町外へ、「買い物」、「通院」、「子
どもの習い事・塾」、「地域活動」な
どは、町内が多い。
・いずれの居住地区・目的におい
ても、日野町の中心地である「日
野」への来訪が多い状況にあり、
約５割のお出かけが集中
〔頻度〕
・頻度の平均は1.9回／週であり、
「通勤・通学」、「買い物」、「子ども
の習い事・塾」の順で外出頻度が
高い。
〔交通手段〕
・交通手段は、81%が
自動車（自分で運転）利
用であり、送迎も含めると95%が自動車利用である。公共交通〔鉄道やバス〕は８％にとどまる。

(４)自動車送迎
・回答者の約４割が家族等を自動車送迎。回答者の約２割が家族等に送迎してもらってる。
・運転に不安を持ちつつ、
家族等を送迎している
回答者は183人。年齢別
人口比で拡大すると、町
全体で約620人いると
推察。

【地域公共交通活性化に向けた基本的な考え方】（第5章）
・目指すべき将来像である「公共交通で安全に通勤・通学できるまち」等、5つの将来像に関する、
地域公共交通活性化に向けた課題及びこれからの公共交通の基本的な考え方を整理した。
・地域公共交通の活性化に向け、「わたむき自動車プロジェクト」での活動等と歩調を合わせ、取
組を右図に挙げた3つのフェーズに区分した。
・各フェーズの取り組みを促進し、日野町の公共交通を持続可能なものとしていくための基盤的・
補完的な取組として7項目を抽出。今後、より具体的な計画等を検討し、落とし込む必要がある。
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◎事例視察調査（第４章）
顕著な事業を行っている、会津SamuraiMaaS、

ひたち圏域MaaSの取組を視察。
〔会津SamuraiMaaS〕
・会津SamuraiMaaSは現場（事業者）発の取組
・「MaaS導入」を目的と考えない
・既存のニーズを取り込むだけではなく新たに「ニー ズ
をつくる・対
応する」ことが
今後重要。
・「従業員送迎
ニーズ対応」は
繰り返し事業
者など関係者
間での議論を
行っていくこ
とが重要。

〔ひたち圏域MaaS〕
・日立市、ひたちなか市、高萩市、東海村が広域で取り組
むプロジェクト。自治体、茨城交通、みちのりHDが中心
に実証実験などを推進。
・AIを活用したオンデマンド型交通、ひたちBRT、グリー
ンスローモビリティ等の実証運行を実施
・移動サービスをまとめる取組と増やす取組が重要
・事業者やアプリを問わず使用可能な共通基盤の構築が
重要
・異業種と連携した商品と収益化の可能性

■日野町の公共交通手段のベストミックスなどのイ
メージを検討する上で参考になる示唆が得られた。

•域内に存在する移動ニーズを的確にとらえ、実現・提
供しなければならない価値を精査することが重要
•既存の移動ニーズを解決するツールを「まとめる」だ
けではなく、「新たなニーズ」を掘り起こすことが必要
•域内の企業や施設とも連携したサービスの展開も見
据え、地域全体の活性化につなげることが重要
•地元の交通事業者などが主導し関係者を巻き込みな
がらプロジェクトを進めること、そのためには、緊密な
関係構築・連携強化が重要

目指すべき将来像 地域公共交通活性化に向けた課題

・公共交通で安全に
通勤・通学できる
まち

・町内から町外、町外から町内への通勤移動に対応した路線が不足又は不存在
・JR拠点駅等への時間的・費用的コストが高い
・公共交通によって工業団地等に通勤できない状況は、障がい者雇用の促進においても課題
・２km以上の徒歩通学及び１年生からの自転車通学 ・小学生の通学バス定期代の負担
・家族送迎の負担 ・朝夕の渋滞 ・幹線道路の自転車通勤の安全性

・公共交通でどこへ
も気軽に出かけら
れるまち

・目的地に対応する運行ルート及び運行便数の不足 ・公共交通不便地域の存在
・路線による運行が適さない面的カバーが必要な地域の存在
・（増加が見込まれる）高齢者の生活移動・愉しみのための移動手段の不足
・障がいのある方の多くが、通院等の移動手段の確保に苦慮
・小学生、中高生等の塾や習い事、スポーツ教室、部活等への移動手段の不足
・家族送迎の負担

日野町の公共交通を持続可能なものとしていくための基盤的・補完的な取組

(1)公共交通利用に向けた町民の意識転換と啓発活動

(2)公共交通利用を促すインセンティブの在り方

(3)まち空間の魅力の形成（にぎわいづくり）

(4)AI等のIT技術等の活用

(5)自転車、小型モビリティ等の様々な移動手段の活用

(6)ボランティア輸送をはじめとする福祉輸送等との連携

(7)交通事業者等民間企業、行政、および、関係機関、町民（町民団体）の連携

フェーズ 取組

(1) 第１フェーズ 事業所等への通勤、小学校の通学における移動ニーズへの対応

（２） 第2フェーズ 住民の移動（日常生活における主要な移動）ニーズへの対応

（３） 第3フェーズ 愉しみのための移動ニーズへの対応と新たな移動ニーズの創出

■公共交通による移動ニーズまとめ

・住民アンケート調査及び関係者ヒアリ
ング調査結果より、公共交通の利用者
像として以下が想定できる。
（１）運転に不安がある方
(2)自動車送迎しているが運転に不安のあ

る方
(3)自動車送迎している・してもらっている方
(4)自動車送迎に負担のある方
(5)地域との共存を望む企業の従業者（通勤

利用）
(6)運転免許を所有しない従業者
(7)自転車通勤している外国人従業者
(8)小学生・中学生

・「わたむき自動車プロジェクト」が想定す
る「工業団地への通勤ニーズ」、「小学生
の通学ニーズ」、「日野地区への移動ニー
ズ」が一定数あることが明らかになった。

町内各地区
から中心部
の日野地区
への移動
ニーズ

・居住地区・目的によらず、日野町の中心地であ
る「日野」への来訪が多く、約５割のお出かけが
集中している。
・特に、「買い物（食料品・日用品）」目的では６～
７割、「通院」目的では６割が「日野」へ来訪して
いる。

町外への移
動ニーズ

・「通勤・通学」や「趣味・娯楽・飲食」目的では、町
外への割合が多い。
・隣接する「甲賀市」や「東近江市」へのお出かけ
が多い。

工業団地等
の従業者の
通勤ニーズ

・「就業時間に合うバス時間」、「速達性のあるバ
ス」、「乗換がスムーズ」など通勤に特化した交
通手段であれば、通勤利用可能性はある。
・「運転免許を所有しない従業者」、「自分で車を
運転するよりも公共交通を利用したほうが楽
であると感じる従業者」もいる。

小中学生の
通学ニーズ

・バス運賃が無料になれば、通学の安全面や保
護者の負担軽減の点から、バスを利用したい
という声も出てくる。

◎工業団地等の通勤
現状：バス通勤より自家用車通勤のほうが利便性
が高い。周辺の交通渋滞への懸念も認識。
ニーズ・課題：公共交通に対するニーズは、「通勤
バスの運用形態」「早退・退出など柔軟な対応」
「来訪者や出張への対応」「運転免許を保有しな
い・自家用車を保有しない従業員への対応」に
加え、利用啓発、交通機関の連携、送迎バス等
の活用などが上げられた。

◎小中学校等の通学
現状：遠距離通学をしている生徒が一定数存在し
安全性への不安などが懸念される。
ニーズ・課題：公共交通を利用した場合の「費用負
担」「学童を利用している児童への対応」「家族送
迎の負荷とバス通学への期待」などの声を聞く
ことが出来た。

公共交通利用の通勤・通学
ニーズが考えられる「工業団
地企業」や「小学校など学校関
係者」に対し、現状や公共交通
ニーズ、課題、今後の取組等に
関するヒアリングを実施。

目指すべき将来像 地域公共交通活性化に向けた課題

・公共交通で来訪・
観光できるまち

・ビジネスや商業施設等での買い物目的、観光客など、町外からの来訪者に対応した運行ルー
ト・便数の不足
・コミュニティバスは、概ね平日のみの運行で、土日祝日の移動手段が不足

・いつでも公共交通
で安心して帰宅で
きるまち

・夕方以降及び土日の町内の移動手段が不足又は不存在
・日野町内の事業所等から近江鉄道駅へのアクセス、また、近江鉄道駅から自宅までのアクセ
スの不足
・家族送迎の負担

・交流ターミナルの
日野駅を交流・に
ぎわいの拠点とす
るまち

・安心及び愉しめる乗り換え拠点・ターミナル機能の不足

高萩市で実証運行するリクエスト型最適経路バス

AIオンデマンド型路線バスの実証運行

☆これからの公共交通の基本的な考え方

（１） 地域の輸送資源の総動員 路線バス、コミュニティバス、タクシー、オンデマン
ド交通、事業所や高等学校等のチャーターバス、福祉輸送や住民ボランティアによる移動
支援等を含め地域の輸送資源を総動員し、地域における移動の可能性を最大限に高める

(2) 自家用車の利用が前提という意識の転換 自家用車による生活が定着。公
共交通を利用するという発想が少ない、又は、利用しようという意識が非常に低い

「公共交通を利用
したいと思ってい
るが利用できな
い」、「公共交通が
大切であると思っ
ているが利用しな
い」というギャッ
プの解消


